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特集にあたって

除　本　理　史

　2017 年 3 月以降，原発事故被害者の集団訴訟

で 7つの地裁判決が言い渡された．今後も他の裁

判で結審や判決が予定され，控訴審も進行中であ

る．判決の内容をみると，現在の賠償指針や基準

とは独立に，司法が損害を認定する姿勢があるこ

とは評価できる．しかし，認容額は現在の指針・

基準を大きく超えるものではなく，原発事故被害

の実態を正面から受け止めているとはいえない．

　なかでも「ふるさとの喪失／剝奪」被害は，本

件事故に特徴的な被害類型であり，この実情をよ

り一層明らかにし，損害評価へとつなげていく必

要がある．また，避難指示区域内を中心に議論さ

れてきた当該被害論を，区域外のコミュニティ侵

害などへ拡張していくことも重要な課題である．

これらの課題に取り組むため，日本環境会議 福

島原発事故賠償問題研究会(���原賠研)は 2018

年 6 月，次のメンバーにより「ふるさとの喪失／

剝奪」被害調査研究委員会を発足させた．
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　本特集は，当委員会における検討の中間報告で，

次の 4論文からなる(本誌第 48 巻第 1号の糸長論

文もあわせて参照していただきたい)．なお，論

者により「ふるさと(の)喪失」あるいは「剝奪」

といった表現の違いがある．ニュアンスなどは異

なるが，念頭にある被害実態は同じである．

　まず，黒田論文は，愛知県に避難した世帯を対

象として実施された 4つの調査結果に基づき，区

域外避難の合理性と被害を論じる．避難指示区域

外にも生じる被害として「ふるさとの喪失」が位

置づけられ，その内実が身体性，環境，社会関係

の 3側面にわたる「存在論的不安」，および将来

に向けた「希望」の剝奪と規定される．

　次に，関論文は，浪江町津島地区を事例として，

人と自然とのかかわり，人と人とのつながり，時

間の持続性という 3つの視点から「ふるさと」の

もつ意味をトータルに捉える．そして，諸権利・

利益の束である「土地に根ざして生きる権利」の

侵害として「ふるさとの喪失」を論じている．

　成論文も，黒田論文と同様に避難指示区域外の

被害論である．「福島子ども健康プロジェクト」

の調査に基づいて，中通り滞在者の「不安」と

「コミュニティ分断」が論じられる．

　大森論文は，「ふるさと剝奪損害」の定量的評

価に関する試論である．当該損害の内実は，「地

域社会の包括的な資本関係」の解体による有形・

無形の利益の不可逆的消失と規定される．剝奪さ

れた現物所得，用役所得，それらの再生産財源

(自主財源と依存財源)の一定部分を合算し，資本

還元の手法により，当該損害の額が試算される．

　本特集を踏まえ，今後さらに検討を深めたい．

(よけもと まさふみ)
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